会員　各位
農業法人等からの派遣研修生(職員等)受入及び送出意向調査

　平素より当協会の運営に多大なご支援・ご協力を賜りお礼申し上げます。
さて、今年度より、全国農業会議所では、次世代経営者を育成していくため「農の雇用事業 次世代経営者育成派遣研修支援事業」を実施しています。
本事業は、農業法人等の職員等を他の法人（農業・他産業）に派遣し、実践研修を通じて経営感覚の優れた次世代経営者を育成することを目的としており（別添パンフ参照）、当協会でも、会員の皆様に有用であり、積極的にご活用頂ければと考えているところです。
つきましては、会員の皆様（農業法人等）の派遣研修生の受入及び送出意向を把握し、事業実施にむけた派遣研修のマッチング促進に資するため、本調査を実施いたします。
ご多用のところ恐縮ではございますが、ご協力をお願いいたします。
ご回答いただきました内容は、次世代経営者育成派遣研修支援事業の目的のみに使用し、それ以外の目的には使用いたしません。
　公益社団法人日本農業法人協会
【調査票のご記入方法】
	○派遣研修生受入の意向について、「様式1派遣研修生受入意向調査票」の設問にご回答ください。

○派遣研修生送出の意向について、「様式2派遣研修生送出意向調査票」の設問にご回答ください。

○設問毎に該当する選択肢に「✔」印又は回答欄に該当する回答を記入してください。
○提出期限：２０１３年１２月２０日（金）までにお願いします。
○調査票提出先：ＦＡＸ　０３-３２３７-６８１１　
公益社団法人日本農業法人協会 事業課 行


【お問い合わせ先】
	＜本事業に関するご質問＞

全国農業会議所　新規就農・人材対策部　　　　  TEL:03-6910-1126
東京都千代田区二番町9－8中央労働基準協会ビル2F
＜本調査票に関するご質問＞

公益社団法人日本農業法人協会　事業課（山中）　TEL:03-6268-9500
東京都千代田区二番町9－8中央労働基準協会ビル1F


様式１　　　　　　　ＦＡＸ：０３－３２３７－６８１１　日本農業法人協会事業課　行
派遣研修生受入意向調査票
１．受入法人基礎情報

	事業所名＊
	

	代表者名＊
	

	所在地＊
	

	資本金＊
	　　　　　　　　　　　　円
	直近の売上高
	　　　　　　　　　　　円

	従業員数＊（合計）
	　　　　　　　人

	＜内訳＞正規従業員（正社員）　　　　人　非正規従業員（契約・パート社員等）　　　　人
外国人技能実習生　　 　　　人

	業　種＊
	□農業　　　　□農業以外（下記の項目に✔を入れて下さい）

	□林業　□漁業　□鉱業、採石業、砂利採取業　□建設業　□製造業　□電気・ガス・熱供給・水道業　□情報通信業　□運輸、郵便業　□卸売業、小売業　□金融業、保険業　　□不動産業、物品賃貸業　□学術研究、専門・技術サービス業　□宿泊業、飲食サービス業　□生活関連サービス業、娯楽業　□教育、学習支援業　□医療、福祉　□複合サービス事業　□サービス業　□公務　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	TEL＊
	
	FAX＊
	

	E-mail＊
	

	HPアドレス＊
	

	担当者名＊
	
	所属＊
	


２．受入内容情報
問１ 農業法人等の職員等の受入れについてお伺いします。
	□受入れてもよい（問３へお進みください）
□受入れは考えてない（問２へお進みください）


問２「問１ 受入れは考えてない」と回答された方にお伺いします。その理由は何ですか。（複数回答可）
	□受入れ体制が整っていない　　□受入れ期間が長すぎる　　□メリットがない　　　□企業情報の流出等の危険性がある　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）


「受入れは考えてない」と回答された方は、ここで質問終了です。ご協力ありがとうございました。

問３「問１ 受入れてもよい」と回答された方にお伺いします。受入内容をご記入ください。
	受入可能な事業内容・商品＊
	

	就業（研修）場所
（所在地）＊
	（例）福岡県○○市○○町○○番地

	受入可能な研修
内容＊
	

	上記の研修に必要な経験・免許・資格等＊
	

	受入可能な人数＊
	　　　　　　　　人

	受入可能な性別＊
	□男性　　　　□女性　　　　□両方とも可

	受入可能な年齢＊
	下限年齢　　　　　歳　～　上限年齢　　　　　歳

	受入可能な時期＊
	□随時　　　　□平成　　年　　月　～　平成　　年　　　月

	受入可能な期間＊
	（例）1年6ヵ月

	就業（研修）時間＊
	始業　　　　時　　　　分　～　終業　　　　時　　　　分

	休日＊
	□（　　　　　）曜日　　　　□週休2日制

	休暇＊
	

	研修期間中の宿泊施設＊
	□社宅・社員寮　　　　　□賃貸住宅　　

□その他（　　　　　　　　　　　　　）

	受入にあたっての経費条件
	（例）研修指導担当者に係る経費の負担

	その他、受入にあたっての要件＊
	


問４　マッチング促進のため、受入法人基礎情報及び問３の「＊」印の情報を、全国農業会議所新規就農相談センター「農の雇用事業」のホームページに掲載してよろしいですか。
□ホームページへの掲載可　　　□ホームページへの掲載不可
ご協力ありがとうございました。
様式２　　　　　　　ＦＡＸ：０３－３２３７－６８１１　日本農業法人協会事業課　行
派遣研修生送出意向調査票
１．送出法人基礎情報

	事業所名
	

	代表者名
	

	所在地
	

	資本金
	　　　　　　　　　　　　円
	直近の売上高
	　　　　　　　　　　　円

	従業員数（合計）
	　　　　　　　人

	＜内訳＞正規従業員（正社員）　　　　人　非正規従業員（契約・パート社員等）　　　　人

外国人技能実習生　　 　　　人

	事業内容・

商品
	

	TEL
	
	FAX
	

	E-mail
	

	HPアドレス
	

	担当者名
	
	所属
	


２．送出内容情報
問１ 他の法人等への職員等の送出についてお伺いします。

	□送出したい（問３へお進みください）

□送出しは考えてない（問２へお進みください）


問２「問１ 送出しは考えてない」と回答された方にお伺いします。その理由は何ですか。（複数回答可）
	□派遣研修に適した人材がいない　　□自社内で教育・研修が可能　　　　　　　　　　□派遣研修期間が長すぎる　　□派遣研修予定職員と同等の技能を持つ代替人材の不足　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


「送出しは考えてない」と回答された方は、ここで質問終了です。ご協力ありがとうございました。

問３「問１ 送出したい」と回答された方にお伺いします。派遣研修生の送出内容をご記入ください。

【複数の職員等を派遣予定の場合は、派遣研修予定者ごとに作成してください】

	派遣研修予定者の性別
	□男性　　　　　　□女性

	派遣研修予定者の年齢
	　　　　　　歳

	派遣研修予定者が現在従事する業務内容・経験年数
	

	派遣研修予定者の有する免許・資格
	

	研修させたい業種
	（例）農業（○○農園）、飲食サービス業（○○レストラン）、小売業（スーパー○○）、製造業（○○ハム、○○農機、○○自動車）等

	研修させたい業務の内容
	（例）営業、販売、商品開発、企画、総務、経理等

	上記の業務を通じて修得させたい技能・技術等
	

	研修希望場所
	（例）九州地方、福岡県

	研修開始希望時期
	平成　　　　年　　　　　月

	研修希望期間
	（例）1年6ヵ月

	研修期間中に希望する宿泊施設
	□社宅・社員寮　　　　　□賃貸住宅

□その他（　　　　　　　　　　　　　）

	その他、送出にあたっての要件
	


ご協力ありがとうございました。
